
令和７年専決第１号 

 

専 決 処 分 書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次の

とおり専決処分する。 

 

  令和７年１月３１日 

 

美浦村長  中 島  栄   

 

   令和６年度美浦村一般会計補正予算（第７号） 

 

 令和６年度美浦村の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところ

による。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２５７，６８７千円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ９，４３５，２４１千円

とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正

後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。  

 

  令和７年１月３１日 

 

美浦村長  中 島  栄   



歳　入 （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計

15 国庫支出金 1,107,032 52,997 1,160,029 

 2 国庫補助金 150,963 52,997 203,960 

18 寄附金 327,901 140,000 467,901 

 1 寄附金 327,901 140,000 467,901 

19 繰入金 1,120,893 64,690 1,185,583 

 2 基金繰入金 1,107,780 64,690 1,172,470 

 歳　　入　　合　　計 9,177,554 257,687 9,435,241 

第　１　表　　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

款 項



歳　出 （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計

 2 総務費 1,173,181 201,360 1,374,541 

 1 総務管理費 923,651 201,360 1,125,011 

 3 民生費 2,113,732 56,327 2,170,059 

 1 社会福祉費 1,480,801 56,327 1,537,128 

 歳　　出　　合　　計 9,177,554 257,687 9,435,241 

款 項



１　総　括

　歳　入 （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計

15 国庫支出金 1,107,032 52,997 1,160,029 

18 寄附金 327,901 140,000 467,901 

19 繰入金 1,120,893 64,690 1,185,583 

　　　　　歳　　入　　合　　計 9,177,554 257,687 9,435,241 

歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書

款



歳　出 （単位：千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

 2 総務費 1,173,181 201,360 1,374,541 140,000 61,360

 3 民生費 2,113,732 56,327 2,170,059 52,997 3,330

　歳　出　合　計 9,177,554 257,687 9,435,241 52,997 140,000 64,690

款 計補正前の額 補　正　額

補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　　定　　　財　　　源
一般財源



２　歳  入

(款) 15 国庫支出金 (項)  2 国庫補助金

 1 総務費国庫補助金 102,680 52,997 155,677

　　　　　 計 150,963 52,997 203,960

(款) 18 寄附金 (項)  1 寄附金

 2 指定寄附金 255,001 140,000 395,001

　　　　　 計 327,901 140,000 467,901

(款) 19 繰入金 (項)  2 基金繰入金

 8 財政調整基金繰入金 790,969 64,690 855,659

　　　　　 計 1,107,780 64,690 1,172,470

目 計補 正 前 の 額 補　　正　　額



（単位：千円）

金 額

 1 総務管理費補助金 52,997  82 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 52,997

 1 指定寄附金 140,000  15 美浦村ふるさと応援寄附金 140,000

 1 財政調整基金繰入 64,690   5 財政調整基金繰入金 64,690

金

節

区　　　分
説　　　　　明



３　歳  出

(款)  2 総務費 (項)  1 総務管理費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 7 企画費 293,084 61,360 354,444 61,360

18 ふるさと応援基金費 240,001 140,000 380,001 140,000

　　　計 923,651 201,360 1,125,011 140,000 61,360

(款)  3 民生費 (項)  1 社会福祉費

 1 社会福祉総務費 468,900 56,327 525,227 52,997 3,330

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

補 正 額 計補正前の額目



（単位：千円）

 7 ふるさと応援寄附金事業費       61,360

 7 報償費 42,000  7 報償費 42,000

   2 賞賜金

     1 記念品代

11 役務費 880 11 役務費 880

   4 手数料

    55 公金払い手数料

13 使用料及び賃借料 18,480 13 使用料及び賃借料 18,480

   1 使用料

    10 システム使用料

 2 ふるさと応援基金費      140,000

24 積立金 140,000 24 積立金 140,000

  14 ふるさと応援基金積立金

     1 ふるさと応援基金積立金

86 ６年度物価高騰対応重点支援給付金給付費       51,200

 1 報酬 1,500 18 負担金補助及び交付金 51,200

  10 補助金

     1 支援給付金

 3 職員手当等 1,410 87 ６年度物価高騰対応重点支援給付金給付事務費        5,127

 1 報酬 1,500

   4 会計年度任用職員報酬

 4 共済費 270      1 一般事務職員

 3 職員手当等 1,410

   5 時間外勤務手当 660

 8 旅費 46      1 時間外勤務手当

   9 期末手当 400

     5 期末手当（会計年度任用職パートタイム）

10 需用費 24   10 勤勉手当 350

     5 勤勉手当（会計年度任用職パートタイム）

 4 共済費 270

11 役務費 599    2 職員共済組合負担金 150

     5 職員共済組合負担金（会計年度任用職パートタ

       イム）

12 委託料 1,028    6 社会保険料 120

     5 社会保険料（会計年度任用職パートタイム）

 8 旅費 46

13 使用料及び賃借料 250    1 費用弁償

     1 費用弁償

10 需用費 24

18 負担金補助及び交 51,200    1 消耗品費

付金      1 消耗品費

11 役務費 599

   1 通信運搬費 394

     1 郵便料

   4 手数料 205

説　　　　明
区 分 金 額

節



(款)  3 民生費 (項)  1 社会福祉費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

( 1 社会福祉総務費)

　　　計 1,480,801 56,327 1,537,128 52,997 3,330

目 補正前の額 補 正 額 計 特 定 財 源
一 般 財 源

補 正 額 の 財 源 内 訳



（単位：千円）

     7 口座振替手数料

12 委託料 1,028

   7 電算処理委託料

     1 電算処理委託料

13 使用料及び賃借料 250

   2 賃借料

     1 ＯＡ機器リース料

説　　　　明
区 分 金 額

節



１．特　　別　　職

職員数
期末手当

報　　酬 給　　料 (千円) 地域手当
（人） 年間支給

（千円） （千円） 率(月分) （千円）

長　　等 2 13,920 4,537
(3.4)

議　　員 12 41,784 13,615
(3.4)

その他の
669 31,957

特 別 職

計 683 73,741 13,920 18,152

長　　等 2 13,920 4,537
(3.4)

議　　員 12 41,784 13,615
(3.4)

その他の
669 31,957

特 別 職

計 683 73,741 13,920 18,152

長　　等

議　　員

その他の

特 別 職

計

比
　
較

区     分

給 与 費 明 細 書

　　　　給　　　　　　与　　　　　　

補
正
後

補
正
前



共 済 費 合   計

寒冷地手 その他の 計
（千円） （千円）

当(千円) 手当(千円) （千円）

1,904 20,361 419 20,780

55,399 12,416 67,815

31,957 31,957

1,904 107,717 12,835 120,552

1,904 20,361 419 20,780

55,399 12,416 67,815

31,957 31,957

1,904 107,717 12,835 120,552

備　　　考

　　　　費



２．一　　般　　職
　（１） 　総　　括

　ア．会計年度任用職員以外の職員

職
員
手
当
の
内
訳 比 較 660

補 正 前 9,244 6,565 8,043 32,169

補 正 後 9,244 6,565 8,043 32,829

時間外勤務
手      当

区 分 扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当

660比 較
（ ）

343,851
125

補 正 前
（ 8 ）

495,525

125
補 正 後

（ 8 ）
495,525 344,511

報 酬 給 料 職 員 手 当
区 分

職 員 数
給　　　　　　与　　　　　　費

職
員
手
当
の
内
訳

（人）

比 較

補 正 前 9,244 6,565 9,518 36,809

660

補 正 後 9,244 6,565 9,518 37,469

時間外勤務
手      当

区 分 扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当

1,410比 較
（ ）

1,500

427,696
159

補 正 前
（ 92 ）

103,925 582,912

159
補 正 後

（ 92 ）
105,425 582,912 429,106

（人）

区 分

給　　　　　　与　　　　　　費
職 員 数

報 酬 給 料 職 員 手 当



（単位：千円）

（　　）内は、短時間勤務職員であり、外書きである。

（単位：千円）

（単位：千円）

（　　）内は、短時間勤務職員であり、外書きである。

（単位：千円）

94,090 69,7521,074 17,604 105,310

備　　　考

1,074 17,604 105,310

日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 退職手当

94,090 69,752

660 660

839,376 154,804 994,180

840,036 154,804 994,840

共 済 費 合 計 備　　　考

給　　　　　　与　　　　　　費

計

124,083 81,6581,074 17,604 141,141

400 350

備　　　考

1,074 17,604 141,541

日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 退職手当

124,433 81,658

2,910 270 3,180

1,114,533 199,542 1,314,075

199,812 1,317,2551,117,443

給　　　　　　与　　　　　　費

共 済 費 合 計 備　　　考
計



　イ．会計年度任用職員

補 正 後

補 正 前

（ ）

34
84

1,475

1,475 4,640

（人）

4,640

（ ）

報 酬 給 料 職 員 手 当

補 正 後
（ 84 ）

105,425 87,387 84,595

区 分

給　　　　　　与　　　　　　費
職 員 数

750

83,845補 正 前 103,925 87,387

比 較 1,500

34

時間外勤務
手      当

職
員
手
当
の
内
訳

区 分 扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当

比 較



（単位：千円）

（　　）内は、短時間勤務職員であり、外書きである。

（単位：千円）

計

45,008 322,415

30,343

35,831 29,993 11,906

36,231 11,906

共 済 費 合 計 備　　　考

277,407

給　　　　　　与　　　　　　費

2,250 270

275,157 44,738 319,895

2,520

備　　　考日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 退職手当

400 350



（２） 給料及び職員手当の増減額の明細（会計年度任用職員以外）

その他の増減分

職 員 手 当 制度改正に伴う増減分

その他の増減分

区    分 増減額 増減事由別内訳

給 料 給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増減分

660

660



（単位：千円）

職員数の異動状況（会計年度任用職員以外）
現に在職する　

　補正後
　補正前
  増　減
採用、退職の状況

会計間の異動

期末手当
管理職手当

退職手当
勤勉手当

日直手当
時間外勤務手当
特殊勤務手当
通勤手当
住居手当
扶養手当

勤勉手当

人

人
期末手当

採　用 退　職 計
その他

会計間異動の異動による差額

人 人

再任用職員 人
人

133 人
人

人
人

133

職員数 その他 計
133

特別昇給・昇格差額
人 人人 133

退職者・新採用者差額

備 考説 明

技能労務職
行政職

技能労務職
行政職

660



３． 給与及び手当の状況（会計年度任用職員以外）
　ア．職員一人当たりの給与 （単位：円）

　イ．初　　　任　　　給 （単位：円）

　ウ．等 級 別 職 員 数

構成比は、小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも100とはならない。

100.0%
）

計
（

122
計

（ ）（
100.0% 3

19.7%

24 19.7%

7 5.7%
（ ）

21 17.2%
（ ）

1
（

24 19.7%

6
（ ）（

5
（ ）（ ）

3
（

18 14.8%

計
（ ）（

3

7
（ ）（ ）

計
（

121 100.0%

2
（ ）（

1
（ ）（ ）

26 21.5%

3
（ ）（ ）

1

19.8%

4
（ ）（

5
（ ）（ ）

2

令和７年１月１日現在
24 19.8%

6
（ ）（

4 3.3%
7

（

18 14.9%

区　分
行政職 技能労務職

職員数（人） 構成比（％） 級 構成比（％）職員数（人）級

技 能 労 務 職
平均給料月額 331,189 319,633

令和７年１月１日現在 平均給与月額 373,991 332,433

区　　　　分 行 政 職

令和６年１２月１日現在

）（ ）

1
（ ）

2
（ ）（ ）

3
（ ）（ ）

24

4
（ ） ）（ ）

））（
2

（

））（）
100.0%

4
（

4
）（ ）

3.3% 3

100.0%
））（）

4 3.3%

）
24

））（） （
21

）（ ）（
17.4%

））（）
3

（
100.0%

）（ ））（
4

（）
3

平均年令 ４１歳１１月 ５４歳１０月
平均給料月額 323,121 318,900

令和６年１２月１日現在 平均給与月額 392,638 331,700

196,200 - 220,000 -

平均年令 ４１歳１０月 ５４歳　９月

区　　　分 行政職 技能労務職
国の制度

行政職 技能労務職

高　校　卒 166,600 164,000 188,000 185,700

大　学　卒



（級別の標準的な職務内容）
区分

区分

　エ．昇　　　　給 

特別昇給に係る職員数（人）

６号給（人）
８号給（人）

比　　率( B )／( A )　（％）

特別昇給に係る職員数（人）
職員数 ( A )（人） 125 122 3

号給数別内訳 ２号給（人）

６号給（人）
８号給（人）

技能労務職
職員数 ( A )（人） 124 121 3
昇給に係る職員数 ( B )（人）

　号給（人）

用務手、労務作業員等
（以下「用務手等」と
いう。）
調理師
自動車運転手

用務手等
調理師
自動車運転手

相当の経験を有する用
務手等
相当の技能又は経験を
有する調理師
相当の技能又は経験を
有する自動車運転手

困難な業務を行う用務
手等
高度の技能又は経験を
有する調理師
高度の技能又は経験を
有する自動車運転手

補

正

後

補

正

前

号給数別内訳 ２号給（人）

　号給（人）

４号給（人）

昇給に係る職員数 ( B )（人）

比　　率( B )／( A )　（％）

４号給（人）

行
政
職

主事補、技師
補、主事、技
師、保育士、
看護師、保健
師、栄養士、
管理栄養士、
社会福祉士、
司書、幼稚園
の教諭、幼稚
園の助教諭

困難な職務を
分掌する主
事、技師、保
育士、看護
師、保健師、
栄養士、管理
栄養士、社会
福祉士、司
書、幼稚園の
教諭、幼稚園
の助教諭

主任、主任保
育士、主任看
護師、主任保
健師、主任栄
養士、主任管
理栄養士、主
任社会福祉
士、主任司
書、幼稚園の
主任教諭

係長、主査
七級

区分 合計
代表的な職種

行政職

技
能
労
務
職

課長補佐、室
長補佐、局長
補佐、保育所
の副所長、幼
稚園の教頭

課長、局長、
室長、保育所
長、幼稚園長

一級 二級 三級 四級

一級 二級 三級 四級 五級 六級
部長



　オ．期末手当 ・ 勤勉手当

（　　）内は、再任用職員である。

　カ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　キ．地域手当

　ク． 特 殊 勤 務 手 当

　ケ．そ の 他 の 手 当

同
同
同

住 居 手 当
通 勤 手 当

国　の　制　度　と　の　異　同区　　分
扶 養 手 当

税　務　職 保　健　職 保育士職 運転手職

差異の内容

支給対象職員の比率（％）
代表的な特殊勤務手当の名称

0 0 0 0 0
0 0 0 0 0給料総額に対する比率（％）

代表的な職種
全職種区　　　分

支給率（%） 0
支給対象職員数（人） 0

支給対象地域 無

国の指定基準に基づく支給率（%）

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

(3～45%加算)

備　考
（月分） （月分） （月分） （月分）

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

区　　分
20年勤続の者 25年勤続の者

定年前早期退職特例措置
(2～20%加算)

35年勤続の者 最高限度
その他の加算措置等

有
2.250 2.350 4.60
1.175 ）（ 1.225 2.40 ）

補 正 前
（ 1.175 ）（ 1.175 2.35 ）

有
2.250 2.250 4.50

（月分）

補 正 後
（ 1.175 ）（ 1.175 2.35 ）

2.250 2.250

区 分
支給期別支給率 支給率計 職制上の段階、職務の

級等による加算措置
備 考

６月（月分） １２月（月分）

有
4.50

）（
国 の 制 度

（

）（

（）
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